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Ⅵあとがき
Ｉはしがぎ
フランス革命は，その人権宣言(正しくは｢人および市民の権利｣D6claration
2８
ｄｅｓｄｒｏｉｔｓｄｅｒｈｏｍｍｅｅｔｄｕｃｉｔｏｙｌｎ，1789.）において，人の自由平等（１
条・「人は，自由かつ権利において平等なものとして出生し，かつ，生存する。社会的
差別は，共同の利益の上にの糸設けることができる｡｣）と所有権の不可侵（17条・
｢所有権は，一の神聖で不可侵の権利である。何人も適法に確認された公の必要性が
明白にそれを要求する場合で，かつ，事前の正当な補償の条件のもとでなければ，こ
れを奪われることがない｡｣）を明らかにしているのであるが，1804年のフラン
ス民法（CodecivildesFranPais,1804.のち，CodeNapal6ou,1907.と命名さ
れることとなった｡）は，個人の所有と契約の自由を保障し，われわれの生活
上の取引が営まれなければならないものとし（７条・８条・544条・545条・686
条.791条.815条.896条.943条.1130条.2220条．1134条)，各国法もこのフラ
ンス法の教示のもとに法律文化の転回をすすめている。わが民法も，規定の
形式からみれば，契約は自由なものとされている（ただし，民法第90条は別で
ある｡)。
個人は，その社会生活関係において自己の自由意思にもとづいて契約をす
ることができる。国家は，原則として公法的制限を設けず，私法上その効力
をみとめてその契約の内容の実現に協力すべきである，とされるにいたった
１）
のである。いわゆる契約自由の原貝Ｉ(libert6contractuelle,Vertragsfreiheit，
libertyofContract）は，私法上の意義においては，（ｱ)契約内容決定の自由，
(ｲ)相手方選択の自由，⑤契約締結の自由，（ｪ)契約形式の自由を内容とするも
のである。契約自由の原則が封建制度のもとにおける社会状態を止揚し，個
人の自由競争により文化を促進せしめた功績は偉大である。しかし，資本主
２）
義の発達は，企業関係にともなう契約内容をしだいに薑！－的に定型化（typi‐
siern)し，契約の内容を個別的に自由に決定することは事実上不可能となる
３）
にいたり，契約自由の原則Iま，各方面から制限をうけるものとなっている。
このような契約の自由に対する制限に対しては，普通取引条款の拘束力お
よびその解釈に関し，各方面，とくに消費者の側よりする反溌が承られる。
本稿は，これに応えるために若干の研究を試糸ようとするものである。
1）牧野・現代の文化と法律35ページ以下・358ページ以下。
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AUgemeineGeschiiftsbedingungenにつき，Raiser，DasRechtder
A11gemeinenGesch包ftsbedingungen，1935；Hamelbeek，Begriff，Arten
undVerbindbarkeitderA11gemeinenGesch且ftsbedingungen，1930；
Kost,ZurAuslegungA11gemeinerGeschさftsbedingungen,1933；Michel，
DieA11gemeinenGeschaftsbedingungenalsVertragsbestondteili、
derRechtsprrechung，1932，米谷・約款法の理論，石井・普通契約条款，田
中（耕）・商法学特殊問題（中)，商法研究１巻304ページ以下，同・２巻51ペー
ジ以下，田中（誠）・船荷証券免責条款論。
（２）田中（耕）・商法研究１巻299ページ。
(3)1919年のワイマール憲法第151条は，自由平等の原則に代えて，「経済生活の秩
序は，各人をして人間に価する生活を保障せしめることを目的とする正義の原則
に適合するものでなければならない。各人の経済的自由は，この限界内において
保障される（中略)。商業および営業の自由は，国の法律の定めるところによっ
てこれを保障する」ものとし，その第152条は，「経済上の取引においては，法律
の定めるところにより契約の自由の原則を適用する。暴利行為は，これを禁止す
る。最良の風俗に反する法律行為は，無効とする」旨規定し，第153条は，所有
権不可侵の原則に加えて所有権は義務をともなう旨の原則を高調している（現行
のドイツ共和国憲法第14条も，「所有権および相続権は，保障される。内容と限
界は，法律でこれを定める。所有権は，義務をともなう。その行使は，同時に公
共の福祉に役立つべきである。公用徴収は，公共の福祉のためlこの糸許される。
公用徴収は，補償の方法および程度を規律する法律により，または法律の根拠に
もとづいての承，これを行うことが許される。補償は，公益および関係者の利益
を正当に衝量して，これを定めなければならない。補償の額について争があると
きは，通常裁判所に出訴するみちがひらかれる」旨規定している｡)。
わが憲法第29条も，このながれをくむ立法例である。
Ⅱ普通取引条款の形成・開示義務
１条款の形成
およそ「社会があるところに法がある」（ubisocietasibijus）といわれて
いるように，それぞれの取引社会にはそれぞれの法がある。近代的な企業に
おいては，企業がその顧客との間に集団的取引を画一的に契約する場合に，
契約のつど個別的に契約内容について協議しないで，あらかじめ企業が定め
3０
た定型的な契約条項によって契約を締結している。このような取引条件を定
めたものを一般に普通取引条款・普通契約条款・業務約款（A11gemeine
Gesch証tsbedingungen，conditionsg6n6rales，generalconditions）といつ
１）
ている。このような条款は，そｵLぞれの企業体の法である。このような条款
は，わが国においては，主務大臣の認可を経て定めているもの(保険業法１条
２項３号.１０条，道路運送法12条，通運事業法21条，海上運送法９条,航空法106条，
電気事業法19条，ガス事業法17条，倉庫業法８条，貸付信託法３条・４条，無尽業法
３条など）と，主務大臣の認可を経ないで定めているもの（銀行約款はその例
である｡）がふられる。そして，主務大臣の認可を必要とする約款については，
その認可した約款によらないで契約を締結することを禁止し，その契約によ
２）
っての糸契約すべきことを強制してし､る（保険業法12条。なお，同法第152条は，
罰則規定を設けている。同様の定めは，海上運送法48条，航空法157条，電気事業法
21条．２２条，ガス事業法20条などに家られる゜)。
これらの約款は，それぞれの企業者においてその草案をつくり主務大臣の
認可を経て制定されている（銀行取引約定書，当座勘定規定など銀行取引約款を
除く｡）が，顧客層の代表をふくめた委員会の議を経て制定するあのとばして
３）
いなし､。
(1)約款の中でも,その条項の拘束力,解釈をめぐり紛争の絶えないのは保険約款で
ある。保険約款は,加入者の構成する危険団体(Gefahrgemeinschaft,groupe‐
mentd，unmultitiderisques）の法である。保険約款は，保険契約についての
標準的な条項を定めたものであり，すぺての加入者に平等に適用されることを予
定して定められているものであり（ドイツ保険監督法21条１項参照。平等待遇の
原則〈GrundsatzderG1eichbehandlung，G1eichbehandlungsprinzip>）
である。
(2)主務大臣の認可をうけない約款は，その内容が強行規定ないしは公益に反する
ものでないかぎり私法上当然に無効とはならない（東京控判・昭２．１２．９・青
谷・生命保険判例集94ページ，同・昭４．３．８・青谷・損害保険判例集273ペ
ージ，同・昭７．１２．２７・青谷・生命保険判例集の４ページ，最判・昭4５．１２．
２４.民集24巻2187ページ。この最高裁判例につき，〈G1eichbehandlung>)，そ
れは，また，保険の技術的要請によるものでもある。このような約款を普通保険
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約款（AllgemeineVersicherungsbedmgungen，conditionsg6n6rales，
generalconditions）といい，これと異なる条項を定めたものを特別保険約款
（besondereBedingungen，conditionssp6ciales，specialconditions）と
いっているのであるが，それぞれ特殊の契約にそれぞれ具体的な個性を与えるた
めに定められた特約条項である（conditions青谷・判例評論145号108ページ参
照)。ただし，罰則の適用はある（保険業法138条.152条６号)。
(3)ドイツ普通海上保険約款（A11gemeineDeutscheSeeversicherungsbed‐
ingungen)，普通運送約款(A11gemeineDeutscheSpediteurbedingungen）
にふられるのであるが，その他の例につき，石井・普通契約条款17ページ以下。
簡易生命保険法第６条第２項，郵便年金法第６条第２項は，その旨の定めをし
ているのであるが，制定当初の規定は，「保険約款は，簡易生命保険郵便年金事
業審議会の議を経て，郵政大臣が定める」と規定しており，同審議会の委員の構
成は〆同審議会令により学識経験者と加入者からたるものとされていた（これに
つぎ，米谷・約款法の理論９０ページ以下)。現在の郵政審議会の構成もその本旨
においてかわるところがないということであろうか。
２条款の開示義務
普通取引条款の開示義務については，ドイツ保険契約法第３条，スイス保
険契約法第１条，第２条，第３条第１項・第２項，オーストリア保険契約法
第１条第２項において法定されており，わが国においても，簡易生命保険法
第６条第３項・第４項，郵便年金法第６条第３項・第４項，第16条，その後
制定された道路運送法第13条，通運事業法第22条，海上運送法第10条，港湾
運送事業法第12条，航空法第107条，倉庫業法第９条などでも法定されてい
，
ろ｡
(1)スイス保険契約法第３条は，「普通保険約款は，保険者が交付する申込薑にこ
れを掲げ，または申込薑が提出される前に申込人にこれを交付しなければならな
い｡前項の規定に従わなかったときは，申込人は，その申込に拘束されない｡」と
規定しており，オーストリア保険契約法第１条第２項は，「保険契約を締結する
ため保険者に対してなされた申込の拘束力は，普通保険約款を申込薑中に記載し
てあるか，または申込をする前にこれを申込人に交付してある場合にかぎる」旨
規定している。
郵便年金法第16条（昭和56年法律第25号による改正）は，「年金契約の申込糸
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を受けたときは，年金約款の定めるところにより，掛金の払込糸，年金の支払そ
の他年金契約に関する事項を記載した書面をその申込承をした者に交付する」旨
規定しているが，スイス法，オーストリア法のごとき徹底した規定とすることが
のぞましいといえよう。
Ⅲ普通取引条款の拘束力
１学説
普通取引条款の拘束力については，条款は法規ではないとの前提のもとに
個人主義的契約理論により当事者が個占の条項について承認･することlこよっ
１）
ての糸契約の内容をなすとする見解がらりくられる。しかし，このような理論の
もとにおいては，近代的な企業における大量的な契約取引は不可能となる。
すなわち，取引条款の内容を相手方が了知のうえ契約したことを証明しない
かぎり条款の拘束力を主張することができないこととなり，条款の内容につ
いての当事者の知・不知という主観的事'情によって契約の成否が左右される
２）
といった不安定な結果を招くこととなる力､らである。
ところで，契約者側に存する心理状態をも考慮にいれて判断することは，
法律心理学的に発達した近世の法律行為理論を反映するものにほかならない
としても，当事者の心理状態を考慮にいれて取扱いを区別すること，すなわ
ち，法律行為の個別化（individulisieren）的評価の要請は，近世における私
３）法学説および立法例の趨勢でもある。近代的企業取引lこおける個別化的評価
の要求に対して平均化，定型化(typisieren)の傾向が顕著であることは，田
４）
中(耕)博士のつとIこ｝旨摘されるところである。
ここにおいてか，今日においては，普通取引条款は，当事者が契約の締結
に際してこれによらない旨を明らかにしないかぎり，契約者がそれによる意
思を有していたかどうかにかかわらず，また，契約者がその内容を知ってい
たかどうかにかかわらず，当事者双方を当然に拘束するものであるとされる
にいたっている。
５）
このような取弓1条款の拘束力１こついては説がわかれている。すなわち，附
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６）７）合契約説(contratd，adh6sion)，規範契約説(Narmenvertrag)，解釈的１慣習
８）９）１０）１１）
法説(hsiinterpretativi)，指定理論説(Verweisung)，法規説，制度理論説
(lath6oriederinstitution）などがある。これらは，従来の個人主義的法律
行為理論における意思主義理論を止提し，新しい角度から円滑に進化をすす
めたものとして高く評価されている。
(1)青山・保険契約論205ページ，同.保険契約法134ページ，水口・商法要論20ペ
ージ，同.保険法論236ページ・240ページ以下（水口博士は，その論拠として，
Ｒｅｈｍ，KommentarzumFesetyiiberdiePrivatenVersicherungs
Unternehmungen.Art,４Ａnｍ.１８；Schneider,inVersicherungslexikon，
Ｓ､１９９．をあげておられる｡)。
(2)西原・商行為法49ページ。
(3)岡松・法律行為論100ページ以下，我妻・新訂民法総則235ページ以下。
（４）田中(耕）・商法研究１巻298ページ以下。
<5）米谷・約款法の理論189ページ以下。なお，野津・新保険契約法論152ページ以
下，田中(誠）・保険法162ページ以下，伊沢・保険法54ページ以下，青谷・全訂
保険契約法論34ページ以下，西原・前掲51ページ以下，本間・「約款と消費者保
護｣－普通取引条款の効力・ジュリスト特集・消費者問題195ページ以下など。
（６）附合契約（contratd，adh6sion，contratparadh6sion，ａｃｔ。,adh6sion）
は，サレイユの卓見を契機として注目された観念である（RSaleilles，Dela
d6c1arationdevo10nt6,art，133.ＮＣ８９.)。くわしくは，米谷・前掲189ペー
ジ以下。
わが国においては，大正12年９月１日の関東大震災の際における火災保険普通
保険約款の中に規定されていた地震約款の適法性について牧野博士によって始め
て紹介され（同.「法律行為の効果の合理的基礎について」・法律に於ける意識的
と無意識的101ページ以下，同.｢這次の災厄と法律思想の改造｣･社会政策時報３８
号44ページ以下，同．「重ねて法律思想の改造に就て」・同時報41号17ページ以下，
同.「法律思想と復興的精神」・法律に於ける具体的妥当性232ページ以下)，杉山
博士による詳細なる研究が試柔られている（同．法源と解釈505ページ以下)。
<7）規範契約説は，ジソツハイマー（Sinzheiner)，ヒュヅク（Hueck）などによ
る学説であるが，詳細については，米谷・前掲236ページ以下参照。
<8）解釈的慣習法説は，ヴィヴァソテ（Vivante）その他の説くところであるが，
わが国においては，石井・法学協会雑誌55巻11号2039ページ，大森・保険法53ペ
ージなどによってとられる見解である。詳細については，米谷・前掲287ページ
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以下参照。
(9)指定理論説は，ライザー（Raiser）の説くところである。詳細については，米
谷・前掲328野ページ以下。
⑩法規説は，田中(耕）・保険法講義要領67ページ，野津・新保険契約法論156ペ
ージ，大橋・保険法講義79ページなどにより糸とめられるところであって，約款
に国家的規整が加えられることにより法規化するとする。甲府地判・昭和29.9.
１４・青谷・生命保険判例集70ページは，一種の自治法であるとする。
⑪制度理論説は，オーリュー（Hauriou)，ルナール（Renard）などによって説
かれるところであって，わが国においては，米谷博士によってとられている（同
・前掲383ページ以下)。
２判例
取引条款の拘束力についてのわが国の判例は，そのほとんどが保険約款に
１)2）
関するケースIこ集中している。
わが国の判例法は，普通取引条款の内容は，当事者の心理的な意思を超越
しなければならないのにかかわらず，当事者の意思推定に重点をおいて理論
３）
構成を試永ているものというべく，従来の個人主義的契約理論に改革をｶﾛえ
るべく努力したものとして大いに傾聴に値いするものではあるにしても，判
例は，約款の拘束力の根拠を個人の意思に擬制的に求めようとしたものであ
り，この種の契約が附合契約ないしは締約の強制として考察すべきものであ
ることの分析において欠けるものがないとはいえない。このような新しい法
現象については，従来の個人主義的法律行為論における意思主義理論を止揚
し，新しい角度から円滑に進化をすすめるところがなければならない。
普通取引条款における契約の内容は，企業者が定める普通取引条款による
のであるが，その条款は，国家の監督規整を経て合理化されたものである
(ただし，銀行取引約定書，当座勘定規定などは例外)。われわれは，普通取引条
款によって契約を締結するにあたり，その条款の内容を知ることなく自由な
契約として締結したしのではないとしても，このような契約を解款するにつ
き，当事者がその契約において何を欲したかではなく，両当事者が何を欲す
べかりしかの標準によらなければならない。当事者の意思にして疑わしい場
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合には，常に信義誠実の原則によって合理的に思'准されたものと考えなけれ
ばならないのであって，その契約の内容たる事項の性質に従い，当事者の利
益を妥当に較量してなさなければならない。
普通取引条款による契約においては，それぞれの制度の合理性を全うする
ため契約の自由が否定されるのである。かりに，契約が真に自由に締結され
るとすれば，そこに事物の合理性が実現されるのであるが，形式上自由な契
約は，必ずしも実質的にゑて自由であるとはかぎらない。附合契約ないしは
締約強制としてのこのような契約においては，むしろ，契約の自由を否定し
てこそ附合契約ないしは締約強制の契約を合理的に処置することになるので
ある。普通取引条款は，それぞれの事業の保全のために存する常例文句では
なく，それぞれの事業の公益性を全うために存するものとして国家の監督を
経て定められたものである（銀行約款が国の監督規制を加えられていないもので
あることについては，すでにのべたとおりである｡）とするならば，普通取引条款
は，国家法と同じく団体の法として当事者によって当然守られなければなら
４）
ないのである。
(1)青谷・全訂保険契約法論１３６ページ以下，高田・「判例から見た約款の拘束力
とその回避」法律時報31巻３号15ページ以下。
(2)長尾・「約款と消費者保護の法律問題一判例をめぐって」は，消費者保護の立
場から判例を素材としたものである。しかし，同書においては，約款の拘束力に
関する著者の見解は明示されていない（291ページ以下)。
(3)青谷・前掲36ページ以下。
(4)後述のように，1937年８月，ハーグにおいて開かれた第２回比較法国際会議に
おける論議を想起すべきである。普通取引条款による契約においては，個人的意
思の優位性が後退して約款設定の意思が支配し当事者の意思を離れて契約を客観
化し法規の形態を具有する契約となるのである。
３第２回比較法国際会議における「契約理論の傾向に対する概観」
1937年８月，ハーグにおいて開かれた第２回比較法国際会議で，「契約理
論の傾向に対する概観」（Apergng6n6raldestendancesdelath6oriedes
3６
contrats）が問題とされ（なお，この会議においては，「裁判官による契約の改定」
１）<Lar6visiondescontratsparlejuge〉が問題とされている｡）たのであるカミ，
契約理論の客観化について，ジョスラン教授は，「契約理論の現代的傾向に
ついての概観」（Apergng6n6raldestendancesactuellesdelath6oriedes
contrats）を論じ，牧野博士が久しくとなえられている「契約より規則への
進化」について報告し，さらにそれが普通取引条款となる経過について科学
２）
的な考察を‐すすめている。
これに対しジーベルトは，「契約の概念の一般化」を説いているのである
３）
が，新しいドイツの契約理論として，締約の強制(kontrahierungswang)カミ
４）
問題とされてし､る。
契約は，「当事者の意思によって当事者の意思の上に」（parrintentiondes
parties,maisau-delAdecetteintention）というジョスランの標語によって
示されるように，個人的意思の優越'性が後退して取引条款設定の意思が支配
し，当事者の意思を離れて契約を客観化し，法規の形態を具有する契約とな
５）
るのである。
このような理論が保険法学者によって全くかえり承られていないのは遺j感
６）
である。
(1)牧野・民法の基本問題第五編146ページ以下において紹介されている。
(2)Louisjosserand，AperQng6n6raldestendancesaetuellesdela
th6oriedescontrats，RevuetrimestrielledeDroitcivil，1937,ｐｌｅｔｓ．
(3)Ｗ・Siebert,DieallgemeineEntwicklungdesVertragsbegriffs,Deut‐
scheLandesreferatezumm1nternationalenKongressfiirRechtsver‐
gleichungimHaagl937,1937（Kaiser-Wilhelmlnstitutfiirauslﾖndi‐
schesundinternationalesPrivatrecht)．
(4)締約の強制については，末川・「締約の強制」（民法上の諸問題所収)，石田・
契約の基礎理論148ページ以下，中村・「私法の社会化の表現としての契約強制｣・
法学新報45巻１号，北村・「締約の強制に関する－考察」（斉藤博士還暦記念論文
集所収)，西原・「商法における自由」（尾高朝雄教授追悼論文集所収）等。
(5)青谷・前掲保険契約法論46ページ，野津・前掲保険契約法論151ページ。
(6)野津・前掲151ページに承られるの承である。
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Ⅳ普通取引条款の解釈
１普通取引条款の解釈の特異性
普通取引条款の解釈については，古くから取引条款の解釈をめぐる裁判例
を中心として論議が行われており，わが国においては保険約款の領域におい
てとくに問題とされているのがあるが，その他の取引分野においても，契約
が当事者双方に満足をうるごと〈締結されないような場合にその条項の解釈
をめぐり訴の方法をもって解決を求めようとする事例がしばしばみられる。
わが国の裁判所は，取引条款の文言を解釈するにあたり，形式主義に拘泥し，
時には明文を逸脱してまで経済的にみて弱者の立場にある契約者を保護しよ
り
うとするものがあるけれども，結果的にIま裁判所の意図するところとは異な
った結果を糸ちびくこともある。そこで，ドイツにおいては，取引条款の解
釈をするにあたり，信義誠実の原則（TreuundG1auben,bonnefoi）（ドイ
ツ民法157条．242条，フランス民法134条３項，スイス民法２条１項，日本民法１条
２項）を基準とすべきであるとし，さらに取引条款の解釈について強力的な
２)3）独自の方法研究が試男入られている。
(1)青谷・全訂全険契約法論１３６ページ以下に掲げる判例，同Ｈ397ページ以下．
401ページ以下。
(2)野津・保険法における信義誠実の原則，青谷・前掲Ｈ４３ページ。
(3)Raiser,ａ､ａ､ＯＳ２５１．
（１）契約の解釈との差異①普通取引条款をもって，個々の具体的取
引に適用される法形式に重きをおき，その条款を単なる契約の内容をなすも
のであるとして，それが法律行為的所産であるとする立場をとれば，取引条
款は，個別契約の当事者に対してのみ効力を有するものとして，それぞれの
規定が解釈されることになる。したがって，取引条款の解釈は，一般の契約
ないしは法律行為の解釈と異なるところはない，ということになる。そのた
3８
め，個食の当事者の具体的意見，真意の探究，当事者の当該条款に対する理
１）
解など個別的事Ｉ情を考慮1こいれて解釈すべきことになる。
しかし，普通取引条款は，いまや法律行為的所産から法源的客観的所産と
２）
して認識されるＩこいたったのであるが，このような認識のもとにおいては，
３）４）
通常の契約の解釈原理を離れて法律解釈原理へと接近し，法規と取引条款の
差異のうちに取引条款の解釈についての特異性を求めるところがなげれぱな
５）
らなし､。
(1)Ehrenberg，Versicherungsrecht，1893,ｓ`８５；Pappenheim，Hand
buchdesSeerechts，Ｂｄ．Ⅲ，Ｓ４７９．
(2)石井・前掲35ページは，「普通条款は，集団的取引の￣般的．定型的内容とし
て定められたものであり，企業者はこれにより自己と取引圏に入るぺき顧客に対
してその取引関係に関する制度ない法規を客観的に予定するものであって，特定
の顧客との－度限りの具体的法律関係の規整を目的とするものではない」とし，
このような取引条款の解釈を一様に解釈しなければならない論拠を企業者の意思
ないしは目的に求めておられるのに対し，牧野博士は，「普通取引条款の基本と
される『企業』の社会的性質ということを高調」すぺきであるとしておられる
（牧野・民法の基本問題第五編125ページ)。すなわち，「或種の営業を為す者が，
その営業のために印刷した約款を定めた場合においても，その営業が，大仕掛の
企業に見受けるような公益性を具有しない場合においては，すなわち，企業と称
せられるにふきはし性質のものものでない限りにおいては，その法律行為」は，
個別的に解釈すべきものであって，「約款を制定した者の意見を基本とすべきで
はなく，「契約にかかる事項の本質に鑑象，信義則に従って解釈」すべきである。
普通取引条款において，「それが法規的性質を有つときれるのは，それは企業者
の意思によるのではなくして，『企業者』の経営する『企業』の公益性に基づく
のである。そこに，客観的な性質の要素が成立するのである」とされる（牧野・
前掲125ページ以下)。
(3)石井前掲36ページの考えかたである。これに対し，牧野博士の批判が承られる
（牧野・前掲126ページ以下)。
(4)青谷・前掲保険契約法論１４７ページ以下，Ⅱ７４ページ。牧野前掲127ページ以
下は，企業者の意思ないしは目的から離れ，具体的妥当性を発見するところに法
律・約款解釈の要諦が存在するものとされる。
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②普通取引条款解釈の特異性は，特定の相手方との１回かぎりの具体
的法律関係の処理にあるのではなく，全顧客に対する法律関係の一般的秩序
を保持するため，あらかじめ企業者により客観化されたものとして定められ
た条款を，すべての顧客圏に理解されるべき意味を標準として解釈するにあ
る。この場合，表示の一方，すなわち，条款を制定した者の意思ないしは目
１）
的は，問題とならない。
普通取引条款は，一般の意思表示のように，特定の者に対するのではなく，
企業の種類によって相違は家られるにしても，広狭さまざまの顧客圏に適用
されるものである。この場合，取引条款は，予想されるすべての顧客に対し
てあらかじめこれを知ることができる状態におかれていること，すなわち，
個々の顧客が契約の締結に際して取引条款があらかじめ事前に開示され，知
の
ることｶﾐできる状態におかれていなければならない（前掲の各運送約款，保険
約款，各国保険契約法等参照)。
（ｱ）普通取引条款の解釈については，個交の契約の成立の事情，当事
者の意饗，当事者の真意の探究は，問題とならない。もっとも，当事者は，
個別契約において普通取引条款と異なる特約をすることがあるが(besondere
Bedingungen,conditionssp6ciales,specialclause)，このような特約が明示
的に表示され，または当事者問において確認されていないときは，このよう
な個別的事情は，条款の解釈手段としては除外されなければならない。
普通取引条款の解釈に関する基準は，個々の取引に参加する顧客の具体的
事情の理解にあるのではなく，通常，合理的な正鵠をえた人びとによって構
３，
成される顧客圏Iこよって理解さ」れうるところによるべきである。条款解釈の
基準を考えるにあたり，顧客圏の理解しえた意味ではなく，特定の顧客の理
解したであろうところの意味であるとする判例が承られるけれども，それは
適切なものとはいえない。このような考えかたは，個別契約の解釈に適用さ
れるものであるからである。問題は，このような理解可能性（Verstandnis‐
mijglichkeit)によって正当とされる根拠をゑいだすことである。取引条款は，
特定の顧客の特別の関係を規律するにあるものではなく，不特定の顧客との
4０
定型的状態（typischerLage）を定めたものであるから，取引条款解釈の基
準は，特定の顧客との特別な関係を顧慮するのではなく，不特定の顧客の定
型的状態に求めるべきである。
（ｲ）普通取引条款は，法律と同じく相反する利益を調整するに役立つ
とされている。このような任務を有する取引条款におけるある規定の目標が
明らかにされた場合，当該取引条款がとりあげている定型的利益抗争の調整
的役割を理解することは，きわめて重要である。それが個別契約当事者の具
体的利益抗争に抵抗するかどうか，その評価により要求された決定に対して
足場を与えるかどうかが問われなければならない。具体的な抗争は，多くの
場合，取引条款の制定者により定型的なものとして呈示され決定されたもの
と一致する。
裁判所は，普通取引条款を解釈するにあたり，訴訟当事者の一方となった
顧客の特別利益だけでなく，すべての顧客圏の共同利益と企業者の利益をも
４）
考慮するところがなければならない。また，裁判所lま，当事者間において，
取引条項と異なる協定をした場合，このような協定による非定型の場合につ
いても考慮すべきである。
⑰普通取引条款の解釈にあたっては，当事者の利益および顧客全体
の利益を顧慮すべきは当然であるが，それにも増して，公共的利益を顧慮す
べきであるとする要請は，個別契約の場合におけるよりも，いっそう強度で
あるべきである。裁判所は，その判決において，とくに公共利益を重視する
５）
ところがなければならない。裁判所の解釈Iま，多くの場合，一般的に基準的
なものとなるからである。これについては，後にふれることとする。
(1)青谷・全訂保険契約法論１４７ページ，Ⅱ73ページ。
(2)Raiser,ａ.ａ・ＯＳ２５２．
(3)Hagen，DasVersicherungsrecht，inEhrenbergsHandbuchdes
gesamtenHandelsreehts,Ｂｄ．ⅧAbt，１１９２２．ｓ、４３；Bruck,Privatver‐
sicherungsrecht，1930,ｓ、２９ff;Koehler，A11gemeineVersicherungsbed-
ingungen，ｓ､４８；Kost，ａ､ａ､０．ｓ３２．なお,Raiser，ａ､ａ､０．ｓ､２５２．は，ドイ
ツの判例が取引条款の解釈にあたり，「顧客がいかに理解したか｣(verstanden）
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でなく，「いかに理解すべきか」（verstehendiirfen）であるという形式を用い
ているのは正当でないとし，「いかに理解すべきか」というだけでは，個々の契
約の解釈基準と区別することはできない，といっている。
(4)最判昭34.7.8（大法廷判決）・青谷・生命保険判例集78ページ以下，同．損害
保険判例集77ページ以下。この判例につき，青谷・前掲保険契約法論１４２ページ
以下および同書に掲げる文献参照。
(5)SonamentlichaushHeymann,ＪＷ1916,571,20.ＲＧ.Ⅶ，１２．）0．１５．
③普通取引条款解釈の方法は，法律解釈の技術と密接な関係をもつも
のである。解釈されるべき取引条款の条項は，法律と同じく，個々の場合に
関してではなく，一般的に全顧客に効力を有するものとして，個食の場合と
離れてその意味するところのものを発見し，かつ，具体的に適用可能性を吟
味することによって究明されなければならない。取引条款の解釈原理は，法
１）
律のそれに似ていると主張する説がある。しかし，それIま，その類似の傾向
があるとするのについて法の解釈と取引条款の解釈方法との間に異なるもの
があることにていての認識を欠いていることによるものである。法と取引条
款は，それぞれの法秩序の地位・目的において相異なるものがある以上，両
者の解釈方法について，その方法においておのずから異なるものがあるのは
当然である。
普通取引条款を制定した企業者は，当該条款につき，法律の制定者が法の
適用をうけるべき人ぴと，すなわち，法の支配のもとにある人（Rechtsgen-
ossen)に対して要求しうるがごとき権威を，その顧客に対して要求すること
はできない。取引条款においては，誰がどのような方法，どのような手続に
よって，どのような基準を定めたかに応じて差異が存する。しかし，取引条
款の法に対するへだたりは，それによって消滅しない。このことは，企業者
による取引条款の一方的設定の場合を想定することによっていっそう明瞭に
２）
なる（わが国においても，すでにのべたように，簡易生命保険約款，郵便年金約款は，
保険者である国の一方的窓意によって定めるのでなく，顧客圏を代表する加入者代表
と学識経験者よりなる審議を経て定めるものとし，その約款について開示義務を課し
4２
ている〈簡易生命保険法６条，郵便年金法６条>)。
㈲法律解釈の場合には，法律行為的意思解釈の問題として理解すべ
く，相手方の理解可能性についての顧慮は問題にならない。すなわち，法律
解釈の場合には，立法者によって想定された意味を探究する努力が要求され，
その想定にかかる意味を明らかにするような事実は，すぺて援用されるが，
普通取引条款の場合には，顧客圏に理解しうべき意味の糸が基準となり，当
該条款成立の過程，材料，未知の雛形などは問題にならないのであって，顧
客圏において当然に了知されているような事実の承が解釈の補助手段となる
３)4)5）
のである。
普通取引条款の場合，顧客の了知（Wissen）と理解（Einsicht）について，
過度の要求はなされない。取引条款には，しばしば専門語が用いられている
が，それはさげることのできないものである。そこで，個々の取引において，
顧客が当該取引における平均的な専門的知識を欠き，その取引において予定
された規定についての専門的意義を十分に理解しえないとしても，そのよう
６）た条項Iま，定型的に予定された専門的意義において解釈すべきである。この
ように，企業者が取引条款を制定するにあたり，法律上または技術上の専門
用語をもって適切な規定を設けたとしても，そのような規定は，法律的には
有効である。しかし，企業者は，当該取引について専門的な知識を有する者
に対してではなく，当該取引について予定された規定につぎ専門的知識を有
しない一般の顧客に対してある条項を適用する場合，一般的用語法は，企業
者によって想定された特殊用語に優先し，複雑な条項は，解釈において単純
化され，または理解しがたいものとして，そのような規定の存在自体が否定
７）
されることもありうる。後にものべるように，銀行取弓iにおける線引条款の
不明瞭性は，顧客に有利に解釈すべきものであるとする傾向が承られる。
（ｲ）法は，われわれの社会生活におけるいろいろの考えかたや力が平
衡し，妥協し，調和しあったものとして生かされたものであるが，それは，
完全な意味において，将来おこるであろうところのすべての事象を網羅的に
措定し，かつ，すべての利益抗争調整の可能性を予見して定めているわけで
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はない。法は，常に内面的統一性を形成しようとする要求をもつものである。
したがって，法は法規範の意味するところのものを論理的に科学的に認識す
ることによって永遠の生命を全うすることができるのである。
法が抽象的に正義として措定するものは，北極星のように動かないもので
あるとしても，法の適用される現実の社会生活は，刻々に動いてやまない。
それゆえ，法が実生活のうえに行われるがためには，法規範が何を意味して
いるか，具体的に認識されるべき事実（Gegenstand）を証拠資料（stoff）に
よりつつどのような法規範の照準にあてはめるか，それによって法の意図す
る正義が実現されるかどうかについて，法規をとおして，そのうえに法規を
醇化し（イニーリング〈Ｒｖ､Ihering〉のいわゆる「ローマ法によってローマ法の
うえに」〈"DurchdasrijmischeRecht,iiberrOmischeRechthinaus,,>)，そ
こに，新しい法理念の発見につとめることによってニアリッヒ（E・Ehrich）
のいわゆる“生きた法，，（lebendesRecht）が期待されるのである。
法の欠訣についても，事物当然の法理にしたがって法を解釈することによ
りこれを補うことができるのである（明治８年〈1875年>大政官布告第103号「裁
判官事務心得」３条，1804年のフランス民法４条，1907年のスイス民法１条・４条)。
普通取引条款は，それを具体的に利用する者に対してはもちろん，いずれ
はそれを利用するであろうところの一般の顧客をふくめて，常に同一の意義
を有するものである。個灸の条項でも，ある一連の目的のもとにおかれてい
る場合においては，それと同じ目的におかれている他の条項のもつ意味との
関連において理解可能とされる場合がある。このような意味において，取引
条款は，個食の顧客について個別的な事情に適合するがごとく不統一に解釈
すべきではなく，個交の顧客について個別的な事'情に適合するがごとく不統
一に解釈すべきではなく，個々の顧客の意思ないしは理解を止揚して，法の
ように，これを客観的な標準のもとに同一の意義を有するものとして企業の
公益性という見地から解釈すべきことになる。取引条款の解釈が法の解釈
(gesetzesauslegung）へ接近するといわれるのは，この意味において理解す
ることができる。
4４
しかし，普通取引条款は，法のように，当事者間の関係を完全に秩序づけ
ることはできない。しかも，取引条款は，通例，個念の事実を規律するもの
として規定（Rechtssatz）されているのみでなく，取引条款の発生・形成に
おいて，また，その妥当性の範囲において，取引条款には，法におけるがご
とぎ権威と価値を糸とめることができないものがある。法と取引条款との間
に存するこのような質的差異は，取引条款の解釈についても，法の解釈と異
８）
なる原理を要求するものである。とく1こ法の解釈（Rechtsauslegung）原理
を取引条款の解釈原理とするには，そこにかなりの距離がみられるのである。
したがって，普通取引条款の欠峡の補填についても，取引条款全体の精神
９）
から'慎重に考慮することが要求され，法の欠峡の場合lこおける解釈のように，
これと同律に考えることはゆるされない。取引条款の欠訣の場合，法または
法規範的'慣行がこれに代位する。
（勿法は，正義の理念に奉仕する。私法においては，公益を考慮しつ
つ当事者間における利益調整をはかることに重点がおかれる。取引条款にお
いては，これが企業者の利益に奉仕し，これを強化するためのものであると
きは，それが正義と公益に奉仕することはあまりない。国家規制法（gesetz‐
esrcht）においては，法に明定する評価により，その目標方向に展開され，
拡張ざれ形成されるが，普通取引条款においては，法にみられるような発展
は，判例によって限界をつげうるにすぎない。企業者が任意法を修正のうえ
取引条款によって顧客を任意法に対するよりも悪い状態においている場合，
裁判所は，当該条款の文字の解釈に終始することなく，合理的な内容を把握
し契約自由の範囲においてその内容（gehalt）を合目的的に解釈しなければ
ならない。裁判をするにあたっては，一面において，既存の法および判例の
論理的体系に矛盾しないように努めるとともに，他面においては，この既存
の体系の論理的帰結Iこの象満足しないで，具体的事象に対する価値判断の結
果を実現しようとする努力が要請される。このことは，裁判官は法を創造す
ることができるかという問題と関連して，いろいろ議論の紛糾するところで
あるが，その議論の存するところを省察するに，要は，現行法の論理的体系
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と事件に対する具体的価値判断の二つの要素の結合を必要とするにある。こ
の二つの要素をいかにして明らかにすべきか，また，これを結合する標準を
１０）
いかりこすべきかの問題に帰着する。裁判官が取引条款の価値を承とめ，その
条款の中の不当な部分を改正し，全体として合理的なものとすることは，契
１１）約内容を合理化するたとらの極地的法律技術である。
ライザーのいわゆる全体法共同体の法（Gesamtfrechtsgemeinschaft）は，
裁判官のために基準を留保している。すなわち，相反する契約条項(Vertra‐
gsbedingungen）は，その中に直接ふくまれている規定をこえては糸とめら
れないのであって，取引条款の規定において援用されている法規をはなれて
１２）
(土承認されない。
(1)ｓｏ・Ｚ.Ｂ､Hagen,ａ､ａ､０．１．ｓ４２；Raiser,Ｋｏｍｍ.ｄ・AFB.,Ｓ,５２；Ｊ､ｖ、
Gierke，“Bedingungen'，（inManes，Versicherungs-Lexikon，３Ａｕn．
１９３０．
(2)Koehler,ａ・ａ､０．ｓ９；Raiser,ａ､ａ,０．ｓS､27,30；Hagen,ａ.ａ､０．ｓ､９．
(3)理解可能性は，表示の相手方がいかに表示内容を理解しうるか，ということを
意味する。法の適用をうける者には，理解可能性は不要であるが，取引条款の場
合には，当該条款によって契約を締結する者の象がその条款の適用をうけること
になるので，取引条款についての理解可能性が要求されるのである。
(4)契約解釈と法規解釈の相違につき，Heck,Gesetzesauslegungundlnter‐
esseniurisprudenz（Archiv・fiirdiecivilistischePrascis)，1914.Ｂｄｌｌ２，
ＳＳ１．８６.ff.，１５２，２６Off.；auchStoll，RechtsstaatsideeundPrivatrechtl‐
ehrelheringsJahrbiicher,２．Ｆ､４０，１９２６，SS134ff.；１６６，Ａnｍ､２．
契約解釈につぎ，「契約書解釈心得」（明治10年10月12日司法省丁第75号達）が
ある。フラソス民法第1156条から第1164条までを翻訳したものであるが，今日の
取引条款解釈の原則がここに見出されることをおもうと興味深いものがある。契
約解釈につき，わが民法は，従来，第92条を除いては一般的標準を示す規定を設
けていなかったが，現在では，第１条第２項を設けている。フランス民法1156条
から第1164条まで，ドイツ民法第133条・第１57条・第242条，スイス債務法第１８
条も，法律行為の解釈につぎ，一般的な標準規定を設けている。
(5)ＲＧＨ、10.Ⅶ､２９，ＲＧＺ､１２５，２３６．３．Ｘ、２９，ＪＲＰＶ､1929,399；Raiser，
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Ｋｏｍｍ．ｄ、ＡＦＢ.，Ｓ５２；Kost，ａ､ａ､０.S29ff．
(6)Raiser,ａ・ａ.Ｏ､S255ff；Koehler,ａ・ａ､０．ｓ､47；Hildebrandt,DasRecht
derallgemeinenGeschtiftsbedingungen（ArchivfiircivilistischePra‐
ｘis，1937.NeueFo1ge,２３Ｂｄ・’３Heft.)，Ｓ､３４１．
(7)ドイツの判例の中には，平均人（Durchschnittsp」flikums）の理解の鋭さ
のenkfaulheit)を保護しようとして，かえって，結果的には，ゆきすぎとおも
われるものも糸うけられる（Ｒ・ＧＩ,21.Ｘ、２２，Gruch,６７，６５０；２v、ｖ､２５，
ＳｅｕｆｆＡ､７９，Ｎr､189；１２．ｖ、３４；ＲＧＺ､144,311；Hamburg，２４．m12.ＶＡ、
1913,Anch､３２；Miinchen,10.Ⅲ、24,Ｌ・Ｚ1925,272；Diisseldorf・Ｚ.Ⅲ､２６，，
Ｊ.Ｗ､1927,723.
(8)Hagen,ａ､ａ､０．ｓS､４２f､４４f；Raiser,ａ・ａ､０．Ｓ､251fT；Kost,ａ.ａ・ＯＳＳ、
１２ｉｆ,２Off,取引条款の解釈は，取引条款がその効力において法典的な意思表示と
法律行為的な意思表示の間に古める中間的地位を反映しているとする見解がある
（Hildebrandt,ａ.ａ・ＯＳ､341｡)。なお，Hildebrandtは，法の解釈は無限であ
るが，取引条款の解釈は制限された意思と目的の研究であるといっている
（Hildebrandt,ａ・ａ､ＯＳ､344.)。
(9)Raiser,ａ・ａ､０．ｓ254.鉄道物品運賃表（Eisenbahngiitertarifs）の解釈に
つぎ，ＲＧＩ、13.Ⅶ､32,RGZ､137.123（l28f.)，ＲＧＨ，１３．Ｘ､33,ＲＧＺ１４２、
２３（AGBderReichsbank)；Ｇｒβmann-Doerth,DieRechtsbolgenvert‐
ragswidrigerAndiennung，1934,ｓ、８３Ａnｍ､２１０，８７．９５Ａnｍ、２５３．１２５．
⑩我妻・近代法における債権の優越的地位489ページ以下。
⑪契約自由の原則は，裁判官による契約内容の改定権に服すべきものであるとさ
れる点においては，世界の大勢であって，現代契約法の基調をなすものである
（牧野・民法の基本問題第五編において，各国の主張が紹介され，綜合的研究が
試朶られている。とくに，234ページ以下・242ページ以下。なお，我妻・民法研
究37ページ以下，星野・現代法８巻第238ページ以下・258ページ以下)。
⑫Raiser,ａ.ａ・ＯＳ２５４．
④普通取引条款は，それが企業者による一方的設定にかかるものであ
るか，顧客圏代表，公平なる官庁および国家の協力のもとに設定されたもの
であるかどうかなど，取引条款の発生・形成の態様に応じて，その解釈は，
いろいろ行われている。単なる契約解釈の問題としては，このような区別的
解釈は重要視されない。また，法解釈の問題としては，このような区別的解
釈はなんらの意義をもたないものである。
普通取引条款の拘束力と解釈(1)（青谷）４７
普通取引条款が，企業者の盗意によって一方的に設定されたものではなく，
顧客圏代表，公平なる官庁および国家の協力のもとに設定されたものである
としても，取引条款の完全性，優良性，公平性は，顧客圏の立場を代表する
とみとめられる人びとが，その発生・形成に協力したという事実によっては
保証されないし，その協力によって法規としての権威を供えられるのではな
いが，そのような取引条款には，企業者による一方的設定の場合と異なり，
強い力が糸とめられる。裁判官は，このような取引条款を解釈するにあたり，
法規解釈への接近を考慮することになるのである。
普通取引条款が，顧客等の協力のもとに制定された場合であっても，企業
者は表意者として，顧客圏は表示の相手方として考えられる。そこで，この
ような場合，顧客に対して，その取引条款の成立過程や材料の調査について
１）要求することI主ゆるされない。取引条款の明瞭性・一義性に対する企業者の
責任は取引条款が，企業者によって一方的に設定された場合は重く承られる
が，顧客圏代表，公平なる官庁および国家の協力のもとに設定された場合に
は軽減される。取引条款により締結された全訴訟事件の裁判管区に関する規
定は，一方的設定におけるよりも，協力的設定の場合におけるものの方がそ
の目的を達することが多いとされている。その規定が目的を達成するかどう
か，また，その解釈がそれに応じてなされるかどうかは，当該取引条款の発
生・形成の現象のいかんによる取引条款が，企業者と顧客との適切な利益調
整を保障し，その解釈が当該取引条款の評価をあるいは自由にあるいは留保
し，また，さらに拡大しうるかどうかの問題についても，同様である。問題
となるべき基準は，一方的または協力的設定ではなく，企業者による力の強
２）
化（Miichtverst註rkung）または公平なる調整である。
(1)Raiser,ａ.ａ､０．ｓ２５０．
(2)Raiser,ａ・ａ､ＯＳ､２５６．
⑤ドイツのライヒ最高裁は，1931と1934年の判例において，つぎの原
１）
則を示している。事案Iま，銀行約款に関するものである。
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普通取引約款は，特定の顧客がその取引約款によって契約を締結する場合，
その約款がその他の顧客との多数契約に適用されるものとして一般的に定め
られた契約条項（Vertragsbedingungen）であることを承認し了知している
場合にかぎり，当該取引約款につきこれを特別取扱いとすることができる，
といっている。
この原則は，普通取引条款の解釈にあたり，必要以上に個別的契機を導入
するものであって，顧客が，当該取引条款を評価し，またはこれを知ってい
る場合にかぎり保障されるとするものであるから実際的ではない。取引条款
は，一回かぎりの契約条項（Vertragsbedingungen）としてではなく，一般
の顧客に対し適用されることを予定して一般的に設定されたものであるが，
ライヒ最高裁判所は，この点に対する認識に欠けるところがあるといえよう。
取引条款そのものが契約の構成要件（Tatbestand）として顧客に提供される
のではなく，単に，同一内容の条項の糸が口頭で開示される場合には，それ
は契約内容を定めた取引条款ではなく口頭による取極めの糸が有効とされる
にすぎないことになる。
(1)Kost,ａ・ａ､０．ｓ､34.は，ライヒ最高裁の見解を支持している。
ライヒ最高裁が扱った事例は，銀行との保証契約（Biirgschaftsvertrag）に
関するものである。保証契約の基礎をなしているのは，銀行が作成した保証書
（それは，銀行の書式集に定められている｡）である。裁判所は，保証書という個
個の事実問題をはなれて，法律的に解釈し，かつ，それにもとづく上告可能性を
否認している。
しかし，判例は，顧客において，銀行が書式集を複写しているのを知らなかっ
たということを支持しなかった。それは，取引条款そのものを契約の構成要件と
して，顧客に呈示されたものではなく，この場合，口頭による取極めの承が効力
をもつと考えられるからであるというにある。顧客がたといそのことを了知して
いたとしても，一般の人に通用しない場合は，このような法律行為は，個別契約
であって，集団契約(Massenvertrag)ではない。また，使用された見本は，取
引条款ではなく，書式にすぎないのであって，それは公証人役場において認証さ
れたものではあるにしても，当該契約の解釈にとって特に有効とされるもではな
い（書式と取引条款の相違につき，Raiser,ａ.ａ・ＯＳ､２５３．は，書式は，取引
の枠であり，形式であるが，取引条款は，取引の内容であり，契約の内容をなす
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屯のであるといっている。なお，ＲＧ.Ｖ,４．Ⅶ,34,Seuff.Ａ､８８，Ｎr､184..も同
様の見解である｡)。
Raiser,ａ.ａ・ＯＳ､34.は，ライヒ最高裁が，取引条款を特別に取り扱うこと
は，不特定の顧客が一般的に定められている取引条款の承認を了知していること
を前提とする，といっていることに対し，それは，取引条款の解釈につき，不必
要に個別的契機を導入するものであって，取引条款は，企業者によって外部的に
一般に適用されるものとして設定されたものであり，一回的な契約条項を定めた
ものではないとし，取引条款そのものが，契約の構成要件として顧客に提供され
るのではなく，同じ内容をもった条項の糸が口頭で呈示される場合，一般に有効
とされるのは，契約内容としての取引条款ではなく，口頭による取極めの柔であ
る，として，上記の判例は，実際的ではない，といっている。
（２）法の解釈との差異①法の解釈（Rechtsauslegung）は法の発見
である。すなわち，法規の解釈(Gesetzesauslegung)をとおして発見される
こと（durchGesetzesauslegungzurRechtsfindung）である。しかし，それ
は，法のないところに法を糸つげだすということではない。法は，われわれ
の社会生活における正しい規範として客観的に存在している。社会生活の現
実の中に形成されている生きた法（IebendesRecht）が真の法である。学者
や裁判官は，理性により，条理によって，それを的確にとらえる任務をもっ
ているのであるが，それがここにいう法の発見にほかならい。法の解釈は，
１）
客観的1こ存在している正しい規範を究明することを意味する。した力:って，
社会が進化すれば社会規範としての法も進化する。法の解釈は，科学的に進
化をつづけてやまないのである。
ところで，普通取引条款については，法の解釈に要求されるような原則を
そのままの姿においてあてはめることはできない。同一の取引条款が長い間
使用されている場合，その約款に使用されている表現は，個別契約において
取引条款を承認するにあたり，その条款が設定された当時と同一の意味をも
たないことがありうる。企業部門の用語法は，立法がその理念を他の意味に
おいて正確に定めたことをも変化させることができる。この場合，現在の顧
客圏の理解可能性が決定的となる。すなわち，取引条款が，現在一般に行わ
5０
れている以外の意味を表現し，しかも，その条款を制定した当時の本来の意
味がなお理解されている場合においては，そのことが当該取引条款より明ら
かに推論しうるものであるかぎり，本来の意味が有効とされる。しかし，疑
わしい場合には，顧客は，取引条款の成立過程または取引条款を制定した企
業者の当該条款制定当時の理由を重視する必要はない。顧客は，当該取引条
款が現在作成され，現在の用語法のもとに制定されたものであるとすれば，
２）
一般にどのように理解されうるか1こ重点をおいて解釈すべきことになる。
(1)明治８年（1875年）６月８日太政官布告第103号「裁判官事務心得」第３条は，
「民事ノ裁判二成文ノ法律ナキモノハ習'償二依り習慣ナキモノハ条理ヲ推考シテ
裁判スヘシ」と規定しており，1804年のフランス民法第４条も，「法律の不備ま
たは不明を理由として裁判を拒否することはできない」とし，法典全能の考えか
たをとっていない（この太政官布告につき，杉山・法源と解釈１ページ以下)。
大政官布告告後30年あまりを経た1907年に制定されたスイス民法第１条は，
「この法律は，その用語または解釈により規定の設けられているすべての法律事
件に対して適用せられる。この法律に規定を設けていない場合においては，裁判
所は，慣習法により，また，慣習法もない場合においては，裁判官が立法者であ
ったとしたならば制定したであろうところの規定によって裁判すべきである。こ
の場合において，裁判官は，確定した学説および判例に従うものとする」旨規定
しており，第４条は，「この法律において，裁量または状況の判断または重要な
原因があったかどうかについての認定を裁判官に一任している場合には，裁判官
は，法理および衡平にもとづいて裁判しなければならない」と規定している（ス
イス民法第１条につき，杉山・前掲53ページ以下)。
(2)RGZ、１．２８，N、２４，Ｌ､Ｚ1924,465；Diisseldolf,６．Ⅲ、22,ＨａｎｓＲＺ
1922,554；Bruck，ａ・ａ､０．ｓ２９．
②普通取引条款は，国家制定法(Gesetzesrecht）の原則を考慮のうえ，
その条項の全部または一部につき法の完全性と明瞭性をとりいれている場合
が少なくない。この場合，法解釈の方法論が契約解釈に代位するかどうかが
１）
争われてし､る。
普通取引条款のある条項を定めるにあたり，それが法の規定の引用である
ことが明白に承認されうるような場合においては，そのような条項は，法の
普通取引条款の拘束力と解釈(1)（青谷）５１
解釈と同様に解釈しなければならない。また，取引条項の用語が，明らかに
２)3）
法規の用語から引用されている場合'こは，法と同一の意味をもってとになる。
しかし，ある条項において，その出所を明らかにしないで引用され，また
法規よりの引用そのものであることが明白に承認されないで，法規的規範の
象を内容的に引用している場合には，このような条項は，法と同一内容の意
味をもつものと理解することはできない。この場合には，取引条款の一般的
原則（顧客の合理的理解可能性を標準とする｡)が，つぎの危険のうえに適用され
る。すなわち，取引条款において，明らかに法を引用していない場合におい
４）
てlま，法を明らかに引用している場合とその法的効果を異にすることになる。
(1)Ehrenberg，ａ・ａ､ＯＳ､８５；Bruck，ａ､ａ､０．ｓ２９；Ｊ､ｖ・Gierke，Art.，
Bedingungen“inMenes，,，Versich.－Lescikon,３．Ａｕf1.,1930.ただし，
Hagen,ａ.ａ・ＯＳＩ・ｓｏ43.は反対している。
(2)ＲＧ.Ⅵ,５．Ｘ,26,RGZ､114,347（,,Unterschlagung")；ＲＧⅦ,２３，Ｘ、３１．
ＪＷ､1932,2521；（,,Diebstahl，RaubundUnterschlagung")；Niirnberg，
２１．Ｖ、３１，ＪＲＰＶ、１９３１，２９３（,,Raufhandel")．
(3)取引条款の用語の誤用（以内・内・以上・以下・以前・前・以降.未満・起葬
点・糸なす.推定・適用・準用など）につき，青谷・保険約款演習Ⅸ１ページ以
下)。
(4)Raiser,ａ・ａ､０．ｓ.257；ＲＧＭ,１８．Ｘ､27,ＪＷ､1927,3048．普通取引条款に
おいて縮少的にとりあげられ，しかも，それ自体特色づけられなかった法規は，
当該条項の解釈に引用されない（Ehrenzweig・ＦＷ､1928,555.)。
③法律上の用語と同じくその他の技術的専門用語においても，一般的
用法におけるのとは異なった意義を表現するものとしてとられる。この場合，
普通取引条款が当事者の間の取引の種類に応じていかなる顧客圏に適用され
るかということが問題となる。顧客が専門的知識をもっている商人であれば，
卸売商取引条款，取引所取引条款その他いろいろの企業取引条款におけるそ
れぞれの専門用語についての正しい理解が顧客に要求されることになる。こ
れに反し，顧客が非商人である一般大衆であるような場合においては，一般
１）
的用語法が解釈の基準と)た反る。
5２
このことは，用語法あるいはその他の取引慣行（Verkehrsiibung）の場所
的相違において困難となる。企業の営まれる場所における取引慣行あるいは
その存在が疑わしいとされる場合には，その場所における人びとによって一
般的に想定される意味を基準として取引条款を統一的に解釈すべきである。
しかし，取引条款に用いられている用語が，企業の営まれる場所において慣
行とされているのとは異なる意味に用いられていることを，その場所にいる
人びとが当該取引条款から了知しえない場合には，顧客への顧慮（慣行的意
２）
味を基準とする顧慮）Iま，それによって害われることになる。このような顧慮
は，一般的用語法の場合における取引条款の解釈原則より優位を占めること
３）
になる。したがって，同一の取弓I条款であっても，それが現実に適用される
場所によって，いろいろに解釈される可能性がふられることになる。取引の
実際においても，このような解釈がゆるされるのである。しかし，個々の場
合に応じた解釈をしないで，場所的に区分し－実際上の，またはありうべ
き－いろいろの場合の集合(Fallgruppen)によって区別(Differezierung）
がなされる。
同一の普通条款をいろいろの職分団（Berufsgruppen）に適用する場合に
４）
も，上述と同様解釈の区別が考えられる。しかし，企業者I土，普通取引条款
を作成するにあたり，一義的な用語をもって，確実に表現することができな
い場合，たとい，一義的な意味をもつものとしてある条款を作成したとして
も，そこに，いろいろな危険が潜在していることを知る必要がある。すなわ
ち，いろいろの異なった場所または職分圏に対し，いろいろの取引条款を提
供したとしても，それは，いろいろ異なった取引様式に対応するものとして
５）
適用ざれ解釈さｵLることになるのである。
(1)普通保険約款における医学上の専門用語の表現につき，ＲＧ.Ⅶ,２１．】０．１９；
ＲＧＺ,９７．１８９；７．１．３０，ＪＷ､1930,3618；Frankfurt,２９．Ｖ、２９；ＪRPV､1929.
334.ＬＧ・Ｉ，Berlin,９．m､３０，ＪRPV､１９３１，６３．，，Totalschaden“なる概念
は，保険技術的に解釈される。
(2)保険約款が顧客の住所とは別の国で作成されたものであることが当該約款によ
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って承とめられるとき（外国保険事業者の場合を想定）は，本文にいう了知とは
承とめられない。これに反し，保険約款が明らかに一定の地域（国・州）を対象
として制定され適用されるものであれば，その約款は，当然にその地域の人びと
を拘束する。同様のことは，特定の外国人を対象とする場合における用語法につ
いてもいえる。
(3)顧客の場所の標準(Ｍａβgeblichkeit)につき，Bruck,ａ・ａ､0.,ｓ､29；Hagen＞
ａ・ａ､0.,1.ｓ､45.ただし，Ehrenberg,ａ､ａ､０．，ｓ８５；Bruck,ａ.ａ､０．，Ａ､、
５７．に引用する判例RGSeuff.Ａ､40,Ｎr､94.は，この場合には適当でない。
それは，保険契約者の表示の解釈を取り扱っているものであるからである。
(4)Kost,ａ・ａ､0.,ｓ４４．
(5)Raise,r,ａ・ａ、0.,ｓ２５８．
④普通取引条款を統一的に解釈しようとする原則がうちたてられるに
およんで，これを育成しようとする試承がなされた。企業者が職分圏の内部
で顧客と取引をする場合にも，場所的および職分圏による解釈の区分は有効
とされるが，この場合においても他の場合と同じく，取引条款が職分圏内の
多数の取引に対して明らかに提供されることをもって満足しなければならな
いとされている。しかし，実際の場合，それをもって個交的解釈が肯定され
るかというに，取引条款の解釈にあたり，個灸の顧客の専門的知識の知・不
知は，顧客に対しては全く顧慮されないことになる。専門的用語についての
きわめてまれな不和（Sachunkunde）の場合においても同様である。平均的
な知識，知力，理解のないものは，他の場合と同じく法律上とくに保護され
ることばない。平均的な尺度は，何びとに対しても要求されうるものとして
適用されるからである。この場合においても，いろいろの標準をもついろい
ろの団体による解釈の区別は有効とされる。Ａ生活圏の人びとが，彼等の生
活圏にとっては規律とならないような取引条款（生活圏にとっては妥当とされ
るものである｡）をもって，Ｂ生活圏の人びとと取引をする場合には，その取
引条款は，Ａ生活圏に妥当するごとく解釈されないで，Ｂ生活圏において妥
当と思惟されるところにしたがって解釈されることになる。
卸売営業をする農民，取引所で投機をする公務員の未亡人は，それぞれの
５４
営業において使用されている取引条款Iこ拘束される。そして，その取引条款
の解釈につき，それぞれの営業に職業的に関与している者は，別異の解釈を
するように要求することはゆるされない。彼等は，それぞれの営業の事情に
通じているものとして取引条款が解釈されなければならないことになるので
１）
ある。。これに反し，専門用語力:まれにしか用いられていないときは，企業
者によって想定された意味において理解すべきである。
ドイツのライヒ最高裁判所判決は，被告が彼のための委託買入れにより，
彼の計算において銀行が取得した有価証券の所有権および占有権の引渡請求
権を銀行が有していたという事例において，「取引中に銀行の処分職能(Ver‐
fiigungsgewalt）におかれたすべての債権は，銀行に質入れされたものと糸
２）
なす」旨を定めた銀行約款の解釈に関し，つぎのごとくし､っている。
保険会社と保険契約を締結する保険監督官，銀行と取引をする銀行員は，
企業の真意が彼等に知られ，または知ることをうべきことに対し，異議を申
し立てるべきではない。銀行の支配人兼銀行員（被告）は，銀行約款の個食
の条項の意味と目的について一般の顧客より以上に精通しているのであるか
ら，彼が銀行や保険会社と取引をするにあたっては，これと異なる意味につ
いては，彼に不利になるごとく解しなければならない。
これに対し，法との矛盾が高められてきただけであり，取引条款解釈の統
３）
一性の原則を否定するものであるとする批判力:なされている。
普通取引条款は，個々の顧客を対象として個性的に協定されたものを基準
として作成されたものではない｡一般に全顧客圏に基準を与える準拠(Recht‐
1iniem）として作成されたものであり，それが個別契約に適用されるもので
あることを予定しているのである。このことは，保険約款についても，その
ままあてはまるのである。
前述の銀行約款の解釈に関する判例にあらわれた事例において，銀行技術
的に組織された顧客は，銀行の全顧客圏内において，おのずから特別の取引
』慣行のある団体を形成していることになるのであるが，このような団体の所
属員は，相互の密接な団体意識のもとに結合したものではなく，その専門的
普通取引条款の拘束力と解釈(1)（青谷）５５
知識は，彼等の取引の様式に関係なく，しかも，銀行にはしばしば知られな
い事件とみなされるのである。この場合，顧客も銀行も，当該銀行をも，当
該銀行約款の解釈につき特別に保護するに値いしない利益をもたないのであ
る。
普通取引条款は，通常慣行的に用いられる意味において個別契約に採用さ
４）
jれ，それ}こ応じて適用されるのである。
当事者が普通取引条款を通常用いられているのとは異なった意味において
理解し，そのような意図のもとにその取引条款によって契約を締結したとし
ても，そのような取引条款の解釈は，正当なものとしては取り扱われない。
取引条款と異なる別段の合意の承認に対しては，顧客が特別の専門的知識を
もっているという事実だけでは不十分であって，個戈の場合における特別事
５）
情を承認するのについて当事者問における合意が十分lこ確立されていなけれ
ばならない。
普通取引条款が，全顧客に対して統一的に解釈されなければならないとい
う原則は，これを保持しなければならない。そして，取引条款解釈統一の原
則は，顧客団体によってこれを異別に解釈する可能性を否定することを意味
するのであるが，個性的事情への考慮は除外される。個性的事'情は，当事者
が取引条款と異なる別段の合意を契約上(VertraglichAbweichung)承認す
る場合にかぎり考慮される。
(1)ＲＧ.，Ⅲ、３，N、14,ＪＷ､1914,673；Raiser,ａ・ａ､0.,S259ff；Koehler，
A11gemeineVerkaufsbedingungen，Ｓ、４７；Hildebrandt，ａ・ａ､０．，ｓ.３４２．
(2)ＲＧ．Ⅱ，２２．I、27,ＲＧＺ１１６・Ｓ１９８ｉｒ;２９．）0.27,ＪＷ､1928,618.
(3)Hoeniger，FestschriftfiirHeymann，1932,Ｂｄ．Ⅱ．Ｓ1168,ｕｎｄｉｍ
ＶｏｒｗｏｒｔｚｕＫｏｓｔ，AuslegungvonAGB.，1933,ｓ．Ｖ・fernerdiserS
３２ff.，４１ff・ausfiihrlich；Koehler，ａ・ａ､０．ｓ４７；Raiser，ａ､ａ、０．，ｓ．259；
Kost，ａ、ａ、０．，S41ff；Hildebrandt，ａ・ａ、０．，s、３４２．
(4)Raiser,ａ・ａ､0.,ｓ､259ｆｆ
(5)ライヒ最高裁の第２の判決(29.)０．２７）は，補助的に本文にのべた意味におい
て保護される。それは，個々の事情に応じて判決をしたものとして理解される。
個別契約の場合，当事者を拘束するものとして意思表示が存しない場合には，そ
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のような契約は，不合致のため無効となる。
⑤普通取引条款において，ある規定の解釈が不確実な結果を生じた場
合，その規定が客観的に不明瞭となり，また，矛盾することがおこりうる。
それは，原則的には，問題とされる点に関し，当事者間においてこれについ
ての合意が欠如していることによるものである。このような欠点が，契約全
体にとって本質的なものでない場合には，そのような契約は，当然に無効と
はならない。
普通取引条款に規定されていない事項については，任意法がそれに代位す
１）
ろのである。
契約上の権利義務の履行が普通取引条款の条項または個々の用語の確実な
意味に依存する場合がある。このような場合，当該取引条款の不明瞭性は，
その取引条款によって締結された契約を無効ならしめるかどうかの問題がお
こる。
これに関し，ドイツのライヒ最高裁は，ドイツ民法第155条が，いわゆる
隠れたる合意（VersteckterDissens）につき，「当事者が締結したと信じて
いる契約において，合意をなすべきものとされている点につき，当事者間に
おいて真実に合意がなされていないときは，この点に関する定めがなくても
契約を締結したのであろうと承とめられる場合にかぎり，その契約は，その
合意した点につき効力を有するものとする｡」旨規定していることを前提と
して，取引の条款の欠扶は，契約の本質的な点についての合意を欠くものと
２）
して，このような条款lこよって結ばれた契約を無効としている。
しかし，このような解釈は，十分とはいえない。普通取引条款は，一般に
顧客の協力なくして企業者により一方的に作成されたものである。したがっ
て，このような取引条款にあっては，その一義的な理解については，企業者
３）
において責任を負うべきである。企業者は，顧客に対して取引条款lこおける
疑わしい用語法(Wendungen）を吟味し，かつ，明瞭な表現法をとるべく努
めて欲しい旨を期待することはできない。
普通取引条款の拘束力と解釈(1)（青谷）５７
顧客は，当該普通取引条款が，一般の顧客にも使用され，しかも，その際，
その条款が一般的に確認されることを信頼しているのである。それゆえ，企
業者は，当該取引条款における疑わしい用語法を理由として，顧客をして契
約無効の危険にさらすことはゆるされないところである。無効は，個Arの例
外の場合だけではなく，当該取引条款によって締結されるすべての取引に関
係するのである。したがって，取引条款の多義性ないしは不確実性は，企業
者に対して大きな負担の源をなすのであって，それによって生じる不利益は，
すべて企業者に転嫁されることになるのである。
ドイツのライヒ最高裁は，個別契約において，普通取扱条款の多義性ない
しは不確実性のゆえに，当事者間に意思表示の不合致を生じたとされる事例
に関し，取引条款の多義性が表意者の責任によって生じたものである場合に
おいては，表示の相手方が当該契約を有効であると信頼したことによって生
４）
じた損害につき，企業者は，これを賠償する義務力:あるとしている。取引条
款の多義性のために契約が無効とされ，それによって顧客が損害をこうむっ
たとすれば，企業者が，いわゆる契約締結上の過失（CulpainContrhends）
５）
にもとづく表示１こつき，責任を負うのは，信義則上当然であるというにある
（ドイツ民法157条.307条)。
不明瞭なる表示に対する企業者の責任は，全顧客圏に対し，普通取引条款
を提供した時ではなく，具体的な契約の締結にあたり特定の顧客に対して取
引条款を使用した時に生じるのである。
企業者の過失と顧客の過失とが競合的に併存する場合においては，両者の
過失を較量のうえ，両者間の個別的関係を考慮すべきことになる。それは，
取引条款の統一的解釈の原則と相容れないものではない。ただし，この場合，
取引条款の解釈が問題なのではなく，無効の効果をもたらすとされる規定そ
のものが問題とされるからである。
同一の普通取引条款の多義的な規定を前提としていろいろの顧客に対して
いろいろの法律効果を生ぜしめるのは，好ましいことではない。取引条款の
解釈にあたり，これによってすでに求めることのできた調整をするとこが'
5８
はたして可能であるかどうかが問題となるが，取引条款による多数契約の典
型的なものは，個別契約における約定の生成性の設定，したがって，個別契
６）
約を無効ならしめる解釈の衡平（,,WagederAuslegunge"）とlま異なり，当
７）
事者いずれか一方に有禾Ｉとなるような決定を強いるものである。すなわち，
契約を無効ならしめる解釈の衡平は，通常，当事者に期待されない。一般大
衆は，取引条款の使用が，当該関係者に対して法律状態を不明確ならしめ，
多数取引の遂行を困難ならしめ，さまたげるような場合においては，そのよ
うな取引条款を取引に使用されないことにつき切実なる関心をもっているの
８）
である。
一般の顧客は，国家制定法の場合と同じく，普通取引条款の不明瞭性に満
足しないのである。したがって，従来の解釈原則が不確実な結論にすすむと
すれば，疑わしい場合には，原則として，解釈の衡平ではなく，当事者のい
ずれかに優位を与える解釈がとられなければならないことになる。企業者は，
顧客に対して事前に作成されている取引条款の不明瞭性に対して責任をもつ
べきである。かりに，顧客がこの期待を裏切られる場合には，企業者は，そ
れによって生じる責任を負担しなければならない。
普通取引条款が不明瞭性を有する場合には，企業者は，その効果を負担す
べきである。取引条款の多義性ないしは不明瞭性一その多義性ないしは不
明瞭性は，従来の解釈法によっては，除去されないのでなく，契約それ自体
を無効ならしめるものである－は，顧客に有利な意味をもつものとして解
釈され，その解釈は，当事者の双方を拘束するものとして，当該契約を有効
に継続せしめるものとなっている。このようは解釈は，新しいものではなく，
古くから法律文化の発達している国においては，解釈技術の補助手段として
知られているものである。ローマ法の原則である「疑わしい場合には，悪し
き解釈を甘受しなければならない｡｣，「疑は表意者の不利益に解釈すべきで
ある」（indubiocontrastipulatorem）という法諺（Par盆mie）によって把
握されている。
普通取引条款の解釈および適用の範囲において，判例がしばしば前述の原
普通取引条款の拘束力と解釈(1)（青谷）弱
９）
則を濫用したことについてIま，とくに論ずろ必要がある。この場合，前述の
原則を特定の場合に適用することにつぎ，これを保障することは有効である
が，同時にその適用の限界を明らかにするところがなければならない。
（ｱ）「疑の利益の原則」（benefitofdoubt）は，普通取引条款解釈の補
１０）
助的原則として有効である。「疑の利益の原則」Ｉ土，すでにのべたように，
ローマ法の「疑は表意者の不利益に解すべきである」との原則にみられ，「用
語に疑があるときは，これを使用する者の不利益に解すべきである」（Verba
accipientconstraproferem）とされている。フランス民法第1262条も，「疑
わしい場合には，合意は，要約した者に不利に，義務を約した者の利益にお
いて解釈すべきものとする｡」旨を規定している（なお，1157条.1158条．1159
条，イタリア民法1370条)。ドイツ学者のいわゆる「優遇の原則」（Bevozungs‐
regel）である。
「疑の原則」は，用語に疑いのあるすべての場合に適用すべきかどうか，
この原則は，今日においても価値のあるものとして妥当するかどうか，につ
き反省すべきものがある，とされている。有力な学説は，この原則に，取引
条款特有の原則ではなく，他のいっさいの解釈方法によっても問題とされる
契約文書の意味を明らかにすることができない場合にかぎって援用されるべ
１１）
きものであるとする。ドイツの判例法I'ま，取引条款の不明性性は，企業者に
不利に解釈すべきであるが，それは，顧客圏が，信義誠実の原則に従い取引
上の慣習を考慮して彼等に有利に解釈しうるがごとき場合にかぎるものとし
ている。取引条款の規定が不明瞭であり，あるいは二元的な意味を有し，そ
のいずれとも解することができないときには，この原則は，適用されない，
１２）
としてし､る。
「疑の利益の原則」は，契約自由の原則が絶対神聖なものとして考えられ
ていた時代においては，取引条款にともないやすい病理的現象を克服するた
めきわめて貴重なものであったといえるにしても，今日においては，主務大
臣の認可によって取引条款の形成（銀行法によれば，銀行約款の制定改廃には，
主務大臣の認可を不要としている｡）についての病理的現象は克服され，顧客の
６０
保護と社会一般の公益がはかられているので，この原則に対する価値評価は，
１３）
消極的なものとiなりつつあることを銘記すべきである。
（ｲ）「疑の利益の原則」は，補助的解釈原理として顧客圏が合理的に
理解しうる意味において解釈すべきである，というにとどまるのであって，
それは信義誠実の原則により取引上の慣習を考慮して顧客圏に有利に解釈さ
れる場合にかぎり適用されるものである。そして，それは，取引条款の客観
的解釈における合理的理解可能性の原則の当然の帰結である。
「疑の利益の原則」は，補助解款原理としてのみ有効であり，取引条款の
不明瞭性が一般的に法的不安定に糸ちびくことは，公益的立場において阻止
しなければならない。したがって，取引条款の不明瞭性を解釈によって除く
ことができる場合，またはその不明瞭性が国家制定法の中の任意性によって
容易に補充することができる規定を永いだすことができる場合においては，
１４）
この原則の介入しうる余地|まないということになる。
⑰普通取引条款の不明瞭がいちじるしい場合には，当事者のいずれ
の立場にも片よらないで，補助的手段も与えられず，客観的な立場からする
合理的な解釈の要請により，その契約は無効とされる。この場合，契約締結
上の過失にもとづく損害賠償請求権が顧客に帰属するかどうかについては，
当該契約が締結された当時の具体的事情に応じて決定すべき問題である。
（ｴ）「疑の利益の原則」は，普通取引条款が企業者によって一方的に
１６）
のみ提供されていない場合lこも適用される。それは，解釈されるべき条項が
企業者の利益の強化に奉仕するものであるかどうかによるのではなく，承認
された意味において理解すべきものであって，実定的改定ではなく，また，
企業者意思の懲罰でもなく，取引条款の原文に対する企業者の責任にもとづ
くものである。取引条款の企業者によって顧客に有利に作成されている場合
であっても，なお，他の効力(Kr2ift）が契約の内容に影響をおよぼしている
とき，企業者は，その範囲において責任を負うべきである。
普通取引条款が公平なる第三者によって作成され，それが顧客に提供され
ている場合においては，当事者間の秤はふたたび平均化され，当事者の一方
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が相手方に有利となるように責任を負担すべき理由はない。したがって，取
引条款のうちのある条項について本質的な不明瞭性が存する場合においては，
それによって締結された個別契約は，当然無効とならざるをえない。
㈱「疑の利益の原則」に示された範囲において，それは，個汽の場
合における個別的事情とは関係なく有効である。契約当事者となった顧客が，
１７）
多義的な条項を企業者の理解している意味Iこおいて理解したかどうか，また，
顧客の特別な知識に従って理解することができたものであるかどうかは問題
ではない。従来の原理とされるものによれば，多義性の設定と同じく，一般
に全顧客圏を考慮にいれて顧客に有利に決定しなければならないとされてい
る。この原則は，このような個別的な法的安全利益という見地においてのみ
１８）
正当づげらｵしるのである。
(1)ＲＧ２５，，２８，ＪRPV､1928,154；Miinchen,１０．）q、24,Ｌ､Ｚ1925,272；
同説Stiefel，KommentarzudenKraftfahrzeng-Versicherungsbedin
gungen，Ｓ２３；Worte，ＡＧＢ・derBanken，Ｓ５６．
（２）多くの論議された定型的飛躍の場合，Typpenflug-Fallにつき，ＲＧ．Ⅵ，１１
m，２７，ＲＧＺ,116,274；Bruck,ａｏａ､0.,Ｓ３０Ａｎｍ、６６；ＲａｉｓｅｒＫｏｍｍｅｎｔａｒ
ｚｕｄｅｎＡＦＢ.，Ｓ５３ｆ.ただし，Ehrenzweig,ＪＷ､1027,1588；Kost,ａ・ａ､０．，
S24fr・は反対している。取引条款の解釈が問題なのではなく，個別的に協定さ
れた条項の解釈が問題とされるかぎり，上記の判例は，結論においては正当であ
るが，ライヒ最高裁は，このような区別の正当づけを誤って否認したものといえ
る。それゆえ，最高裁の上記判例は，その他の裁判所がしばしば使用している判
例に反対の立場をとるものといえる。
(3)Raiser;ａ・ａ､０，ｓ２６０．
(4)ＲＧ、１．５．N､22,RGZ104,265；Ｒ・Raiser,Arch､Ziv､Ｐｒ.,127；lff.,２９ff；
Hildebrandt，Erkl2irungshaftung，1931,ｓ、９７ff.；２０Off．
(5)牧野・民法の基本問題第五編445頁以下，489頁以下，米谷・前掲566頁以下。
(6)Ｒ・Raiser,ＡｒｃｈＺｉｖＰｒ､127,31.
(7)ＲＧ.，１６．Ｘ、29,ＪRPV､1930.62.
(8)Raiser,ａ・ａ､0.,ｓ２６１．
(9)定型的飛躍の場合（注２参照）において，前審(Vorinstanz)は，顧客に有利
に判決している(ＫＧ,６｡)0.26,ＪRPV､1926,347.)。，,Vorfiihrungsflug“の解
釈についても同様である（LGLBerin､９．Ⅶ､29.ＪRPV､1929,355,ｕｎｄＲＧ，
6２
30.Ⅵ､29,ＪRPV､1930,33.)。取引条款の真に不明瞭な場合についての疑の利益
の原則の適用につき，ＫＧ､13.N､27,ＪRPV,1927,165(,,Schowangerschtift")；
ＲＧ.Ⅶ､１０．１．２８，ＪＷ､1928,556.（,,Vergiftwang"）；２９，１．２９，ＪRPV､1929.
79．
(1ｑ「疑の利益の原則」につき，Raiser,ａ・ａ､０，ｓ､264if；Ehrenberg,ａ・ａ､０．，
ｓ､８６；Hogen，ａ・ａ､０．，ｓＳ４６．４７；Hamelbeck，Begriff，ＡｒｔｅｎｕｎｄＶｅｒ‐
bindbarkeitderallgemeinengeschさftsbedingungen，Ｓ１９；Kost，ａ、ａ、
0.,ｓ､２１if；Koehler,ａ・ａ､0.,ｓ４７；Michel，DieA11gemeinenGeschafts-
bedingungenalsVertragsbestandteilinderRechtsprechung，Ｓ４０；
Pappenhein,HandbuchdesSeerechts,Ｂｄ．Ⅲ，Ｓ475；Woite，Haftung
undA11gemeineGeschaftsbedingungenderBanken，Ｓ、４６；Wiisten‐
dijrfer,Studien,Ｓ､398．米谷・前掲582頁以下，石井・前掲59頁以下，小町
谷・法学新報55巻９．１０号とくに90頁以下，野津・新保険契約法論163頁以下，
青谷・全新保険契約法論１４７頁以下。Ⅱ73頁以下，我妻・債権各論上巻25頁など。
船荷証券の免責約款の解釈をめぐるものとして，田中(誠）・船荷証券免責条款論
483頁。
qDRaiser,ａ・ａ､0.,ｓ､２６２．
⑫ＲＧＺＢｄ､116.ｓ､274,1911,3.27；Raiser,ａ・ａ､0.,ｓ､268.は，この原則
を取引条款の不明瞭性は企業者の責任にもとづくという点に求めている。
フランス民法第1157条は，「ある条項が二様に解しうべきときば，これをもっ
てなんらの意義を有しないものとすることなく，なんらかの意義を有しうるの意
義において，これを解しなければならない」とし，第1158条は，「二様の意義に
解しうぺき用語は，契約の内容に最も便宜な意義において理解することを要す
る」とし，第1159条は，「不明瞭なものは，契約が締結された地方において慣用
せられるところによって解釈すべきである」としている。
⑬Raiser,ａ・ａ､0.,S260ff・は，この原則の適用について消極的立場をとって
いるが，その適用の限界として，取引条款の不明瞭が法的確実を害するほどいち
じるしくないこと，条項の混乱がその合理性を発見しえいほどにまではなはだし
くないこと，その不明瞭性とされる点が附随的であり，契約の効力に影響せず，
国家制定法の補充により契約を有効とすることができないことをあげている。
Parsons，Ｌａｗｏｆｍａｒｉｎｅｌｎｓｕｒａｎｃｅａｎｄｇｅｎｅｒａｌaverage，vol.Ｉ.ｐ､６７．
は，海上保険証券の解釈については，この原則が否定されるとしている。この点
につき，小町谷・前掲新報94頁，同．海上保険法総論73頁以下・７７頁以下。
⑭Raiser,ａ､ａ､0.,ｓ２６２．
⑮重過失(SchwereMiingel)は，顧客にも糸とめられ，それを除去することが
顧客にも要求され，損害賠償の算定にあたっては，顧客の側に存する重過失１こつ
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いても考慮されることになる。
⑯反討説（Kost，ａ・ａ､0.,s､３１ff；Ｊｏｖ・Gierke，Art．”Bedingugen“in
Manes,Vers.－Lexikon,３.AufL1930.)．Ritter,DasRechtderSeever‐
sicherung,Ｂｄ・Ｉ・Vork・ＬＡnｍ、９ｕｎｄｌ３；Bruck,ａ・ａ､０．ｓ３０；Isac，
RechtdesSpediteurs，Ｓ、７５．
⑰Kost,ａ・ａ､0.,ｓ４７．；Koehler,ａ・ａ､0.,ｓ４７．
⑬Raiser,ａａ0.,ｓ､263。
（３）普通取引条款の解釈原則①普通取引条款の解釈にあたって，ど
のような立場をとるかは，すでにのべたように，一にかかって取引条款の性
格をどのように解するかによるといえる。
普通取引条款をもって法律行為的所産であって当事者の意思表示の内容で
あるとする考えかたからすれば，その解釈は，法律行為ないしは契約解釈の
１）
原則によるべきことになる。しかし，取弓|条款の法源性を承認する考えかた
からすれば（法源性をみとめない立場においても，実質的に解する立場があること
は，すでにのべたとおりである｡)，その解釈は，法の解釈の原則によるべきこ
２）
とlこなる。
(1)Ehrenberg,ａ・ａ､0.,ｓ８５．
(2)OttoHagen,Seeversicherungsrecht,Ｓ､１３；Bonncase,Pr6cisdepra‐
tiquejuridiqueetexatsajudiciare,ｐ､２５８ｅｔｓｕｉｖ・田中(耕)，商法総則概
論193頁，西原・日本商法論１巻183頁，野津・新保険契約法論160頁以下。
②しかし，普通取引条款は，その発生，形成，妥当の範囲，公示の方
法などの点において，国家制定法と異なるものがあるので，そのかぎりにお
いて，法の解釈と異なる原理がなければならない。これにつき，取引条款の
法源性を否定するもののその規範ないしは慣習性を肯定する立場から，取引
条款の解釈につき，法律解釈への接近との差異のうちに取引条款の特異性を
１）
求めようとする立場力:ある。この解釈原理Iま，法律と法律行為との質的対立
を前提とするものであるが，法律解釈と法律行為解釈との間に存する対立を
２）克服して，個性的な事情や意思の探究を無視しようとする立場からすれ'笈，
6４
批判的ならざるをえないものがある。取引条款そのものの妥当範囲の質と量
と，また，その法規と法律行為の中間的階層的差異を重視することにより，
取引条款それ自体の解釈原理を探究，展開すべきである，とする立場が肯定
３)4）
されることlこなる。
(1)Raiser,ａ､ａ､０，ｓ､2511f・石井・前掲35頁以下。
(2)牧野・民本の基本問題第五編301頁は，「契約と法律の同一性」（Identit謎
zweischenVertragundGesetz）といっておられるが，取引条款解釈の客観
化につき，同.130頁以下・227頁以下・270頁において詳しく展開されている。
(3)米谷・前掲564頁は，牧野博士の取引条款解釈の客観化理論をとりいれられた
ものとおもわれる。牧野博士の所論は，石井教授の普通契約条款論を批判する過
程において展開されたものである（牧野・前掲123頁以下)。
<4）普通取引条款の当否を考える場合，それが実定法を変更するものであるならば，
当該条項がどのような生活関係をどうような方向で規制しようとするものである
かについて究明すべきである。
